
品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金交付要綱 

制定 令和３年１０月８日  区長決定  要綱第３０８号 

改正 令和４年８月１８日  区長決定  要綱第１９１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、保育所等の設置者等に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止に係る経費の全部または一部を補助することにより、保育所等における感染拡大防止

の徹底を図り、もって児童および職員の安全を確保することを目的とする。 

 （補助対象事業者） 

第２条 この要綱に基づく補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象事業者」

という。）は、次に掲げる国および地方公共団体以外の者が設置する施設もしくは事業を

運営し、または区長から運営を受託する事業者とする。ただし、第１号アに掲げる施設

にあっては、区が設置し、民間事業者が指定管理を行い、または運営を受託したものを

含むものとする。 

（１） 次に掲げる区内に所在する施設または区内において実施する事業（以下「認可保

育所等」という。） 

   ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所 

   イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 

   ウ 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業 

   エ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業 

   オ 東京都認証保育所事業実施要綱（１２福子推第１１５７号）に基づき東京都

知事が認証する認証保育所 

カ 児童福祉法第５９条の２第１項に規定する届出を行った認可外保育施設（同 

法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業を除く。） 

（２） 次に掲げる区長から受託する事業（以下「一時保育事業等」という。） 

   ア 品川区病児保育事業実施要綱（平成３１年品川区要綱第６７号）に基づき実

施する病児保育事業 

   イ 品川区病後児保育事業実施要綱（平成３１年品川区要綱第６８号）に基づき

実施する病後児保育事業 



   ウ 品川区生活支援型一時保育実施要綱（令和３年品川区要綱第８６号）に基づ

き実施する生活支援型一時保育 

 （補助対象事業および経費） 

第３条 この要綱に基づく補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、次に掲げる補助対象事業者が実施する事業とする。 

（１） 消耗品購入支援事業 マスクや消毒液等の購入を行う事業 

（２） 業務継続支援事業 感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ、

事業を継続的に提供していくために行う以下の事業 

ア 職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施する事業（以下「か

かり増し経費」という。） 

イ 前条各号に掲げる施設または事業を実施する施設（以下「保育所等」という。）

における感染拡大の予防または防止を目的として職員がＰＣＲ検査、抗原定性検

査等（簡易検査キット等による自己診断を除く。）を受検する事業（以下「検査

受検等経費」という。） 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に掲げる区

分および補助対象事業ごとに定める経費であって、補助金の交付を申請する日の属する

会計年度において発注および支払を行うものとする。 

３ 補助金の交付は、別表に掲げる区分および補助対象事業ごとに定める基準（以下「補

助基準額」という。）の範囲で、同一施設および事業において１会計年度内に１回に限り

行うことができる。 

 （補助対象事業の条件） 

第４条 前条第１項第２号に規定する業務継続支援事業を実施するに当たっては、次に掲

げる条件を付するものとする。 

（１） かかり増し経費については、補助金の交付を受けようとする保育所等の設置者、

区長が運営を委託した者または品川区立就学前乳幼児教育施設条例（平成１５年

品川区条例第３５号）第１４条第１項に規定する指定管理者（以下「設置者等」と

いう。)が定める給与規定等に基づき職員等に支給する経費とする。 

（２） 設置者等は、次に掲げる取組を実施することにより、感染症拡大防止の徹底に努

めること。 

ア 保護者との連絡等におけるＩＣＴの活用 

イ 保育等の提供に係る遊具等の消毒や、児童が密集する状況をつくらない等の工

夫を図るために必要な保育補助者等の雇上げ 



ウ 感染症対策計画の策定、職員の体調管理および新型コロナウイルス接触確認ア

プリ（ＣＯＣＯＡ）の活用 

エ その他感染症拡大防止を徹底しつつ、事業を継続的に提供していくための取組

で区長が適当と認めるもの 

 （補助金の交付申請） 

第５条 この補助金の交付を受けようとする者は、区長が別に定める期日までに、品川区

保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金交付申請書（第１号様

式）に事業の区分ごとに、次に掲げる書類を添付して、区長に提出しなければならない。 

（１） 消耗品購入支援事業にあっては、マスクや消毒液等の発注および支出したこと

が証明できる書類 

（２） 業務継続支援事業にあっては、次に掲げる書類 

ア かかり増し経費にあっては、実施方法に応じた根拠資料および経費の詳細が 

分かるもの 

イ 検査受検等経費にあっては、検査の受検または検査キットの発注および支出し 

たことが証明できる書類 

   ウ その他区長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定等） 

第６条 区長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合は、関係書類を審査し

た上で、補助金を交付すると決定したときは、品川区保育所等新型コロナウイルス感染

症感染拡大防止対策事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により、補助金を交付し

ないと決定したときは、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事

業補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、それぞれ当該申請を行った補助事業

者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第７条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた補助事業者は、品川区保育所等新型

コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金請求書（第４号様式）により、速や

かに補助金の支払を請求しなければならない。 

 （補助金の交付） 

第８条 区長は、前条の規定による請求があった場合は、関係書類を審査し、適当と認め

たときは、当該請求に係る補助金を当該補助事業者に交付するものとする。 



 （決定の取消し等） 

第９条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定

の全部または一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令またはこの要綱に

違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金

を交付しているときは、当該補助金の交付決定の全部または一部を取り消された補助事

業者から、交付した補助金の全部または一部を返還させるものとする。 

３ 区長は、第１項の規定による補助金の交付決定の取消しをしたときは、品川区保育所

等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金交付決定取消通知書（第５号

様式）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

 （違約加算金） 

第１０条 補助事業者は、前条第２項の規定により補助金の返還を命じられたときは、そ

の命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その

一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年

１０．９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満を除く。）を納付しなければな

らない。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの

割合とする。 

 （違約加算金の計算） 

第１１条 区長は、前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、補

助事業者の納付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、

当該返還を命じた補助金の額に充てるものとする。 

 （他の補助金等の一時停止） 

第１２条 区長は、補助事業者に対し補助金の返還を命じ、補助事業者が当該補助金また

は違約加算金の全部または一部を納付しない場合において、その者に対して交付すべき

他の補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、または当該補

助金と未納付額とを相殺するものとする。 



 （財産処分の制限） 

第１３条 補助事業者は、この要綱に基づく補助事業（以下「補助事業」という。）により

取得し、または効用の増加した価格が単価５００，０００円以上の機械、器具その他の

財産については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」

（平成２０年７月１１日厚生労働省告示第３８４号。以下「財産処分制限期間」という。）

に定める期間を経過するまでは、区長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、または廃棄してはならない。 

２ 区長は、補助事業者が区長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合において、必要があると認めるときは、その収入の全部または一部を区に納付させる

ものとする。 

 （財産の管理） 

第１４条 補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加した財産については、

事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

用を図らなければならない。 

 （関係書類の整備） 

第１５条 補助事業者は、補助事業に係る収支の状況を会計帳簿によって明らかにさせて

おくとともに、当該会計帳簿および補助事業に係る収支に関する書類（以下これらを「補

助事業関係書類」という。）を当該補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年

間整理保存しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加

した価格が単価３００，０００円以上の機械、器具その他の財産がある場合は、前項の

期間を経過後においても、補助事業関係書類を当該財産の財産処分が完了する日または

財産処分制限期間に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなけれ

ばならない。 

 （消費税仕入控除税額の報告） 

第１６条 補助事業者は、補助事業の完了後に消費税および地方消費税の申告により補助

金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額（以下「消費税仕入控除税額」と

いう。）が確定した場合は、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策

事業補助金消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）により、速やかに区長に報告しな

ければならない。ただし、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の支部、支社、支



所等であって、自ら消費税および地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等（以

下「本部等」という。）で消費税および地方消費税の申告を行っている場合は、本部等の

課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこととする。 

２ 区長は、前項の規定による報告があった場合において、必要があると認めるときは、

消費税仕入控除税額に相当する額の全部または一部を区に納付させるものとする。 

３ 区長は、補助事業者が第１項の規定により付した条件に違反した場合において、必要

があると認めるときは、補助金の全部または一部を区に返還させるものとする。 

 （準用） 

第１７条 補助金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、品川区補助金等交

付規則（昭和３９年品川区規則第４号）に定めるところによるものとする。 

 （委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、子ども未来部長が別に

定める。 

   付 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 



別表（第３条関係） 

区分 補助対象事業 補助基準額 補助対象経費 

認可保育所等 消耗品購入支

援事業 

次に掲げる額を比較して、いず

れか少ない額（１,０００円未満

の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てる。） 

（１） ２４０,０００円 

（２） 右欄に係る経費を合算

した補助対象経費の実支

出額から当該補助対象経

費に充てるために寄せら

れた寄付金その他の収入

額を控除した額 

消耗品購入支援事

業を実施するため

に必要な経費（消耗

品購入費） 

業務継続支援

事業 

次に掲げる定員の区分に応じ、

各区分のアとイを比較して、い

ずれか少ない額（１,０００円未

満の端数が生じた場合には、こ

れを切り捨てる。） 

（１） １９人以下 

ア ３００,０００円 

イ 右欄に係る経費を

合算した補助対象経費

の実支出額から当該補

助対象経費に充てるた

めに寄せられた寄付金

その他の収入額を控除

した額 

（２） ２０人以上５９人以下 

ア ４００,０００円 

イ 右欄に係る経費を合 

算した補助対象経費の 

実支出額から当該補助 

対象経費に充てるため 

業務継続支援事業

を実施するために

必要な各種手当お

よび割増賃金、非常

勤職員を雇上した

場合の賃金等の支

給に係る経費、感染

に不安を感じる職

員が医療機関等に

おいて自主的に実

施したＰＣＲ検査

等の受検に必要な

経費ならびに抗原

定性検査キット等

を購入するために

必要な経費 



に寄せられた寄付金そ 

の他の収入額を控除し 

た額 

（３） ６０人以上 

ア ５００,０００円 

イ 右欄に係る経費を合 

算した補助対象経費の 

実支出額から当該補助 

対象経費に充てるため 

に寄せられた寄付金そ 

の他の収入額を控除し 

た額 

一時保育事業等 消耗品購入支

援事業 

次に掲げる額を比較して、いず

れか少ない額（１,０００円未満

の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てる。） 

（１） ３００,０００円 

（２） 右欄に係る経費を合算 

した補助対象経費の実支 

出額から当該補助対象経 

費に充てるために寄せら 

れた寄付金その他の収入 

額を控除した額 

消耗品購入支援事

業を実施するため

に必要な経費（消耗

品購入費） 

業務継続支援

事業 

業務継続支援事業

を実施するために

必要な各種手当お

よび割増賃金、非常

勤職員を雇上した

場合の賃金等の支

給に係る経費、感染

に不安を感じる職

員が医療機関等に

おいて自主的に実

施した職員のＰＣ

Ｒ検査等の受検に

必要な経費ならび

に抗原定性検査キ

ット等を購入する

ために必要な経費 



第１号様式（第５条関係） 

品川区長  あて

設置者住所

設置者名（法人名）

施設・事業所名
)

代表者氏名

記

１ 交付申請額 金 円

２ 所要額調書（別紙１）

３ 給付内訳書（別紙２）

メールアドレス

連絡先（電話）

  　 年　　月　　日

(所在地

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業
補助金交付申請書

　標記の件について、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補
助金として、次の金額を交付されたく関係書類を添えて申請します。

担当者名



別紙１

施設・事業所名

施設区分

定員区分

(単位：円）

支出額 補助基本額
補助所要額（消耗品
購入支援事業）

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金　所要額調書

消耗品購入支援事業
補助所要額

合計

業務継続支援事業

補助所要額
（業務継続支
援事業）

補助基本額

支出額

かかり増し経費 検査受検等経費



別紙２－１

番号 物品等の名称 購入日 単価 数量 金額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業
消耗品購入支援事業　給付内訳書

合計



別紙２－２

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業
業務継続支援事業　給付内訳書

補助対象条件

【内訳】
ア かかり増し経費

※ 金額の積算の具体的内容についての説明欄（欄が足りない場合は任意様式にて作成してください。）

イ 検査受検等経費

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

検査受検等経費合計 円

No. 項目名 日付 金額

非常勤職員等の雇上 円

実施方法

種類 実施の有無 名称等 金額

新規手当の創設 円

既存手当による実施 円

賃金の割り増し 円

かかり増し経費合計 円

保育補助者等の雇上げ

計画の策定、接触確認アプリの活用

業務継続支援事業　費用合計 円

実施方法

種類 実施の有無 名称・具体的な取組の内容等

ICTの活用

その他の取組



第２号様式（第６条関係）

第     号

   年  月  日

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金交付決定通知書

設置者名          様

（施設・事業所名         ）

品川区長         印 

 品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金交付要綱第

６条の規定に基づき、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金の交付を下記のとおり決定したので通知します。

記

交付決定金額            円



第３号様式（第６条関係）

第     号

   年  月  日

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金不交付決定通知書

設置者名          様

（施設・事業所名         ） 

品川区長         印 

 品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金交付要綱第

６条の規定に基づき、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金の不交付を下記のとおり決定したので通知します。

記

理由



第４号様式（第７条関係）

請 求 書

金  額

億 千 百 十 万 千 百 十 円

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金につい

て、上記金額を請求します。

  年  月  日

品川区長 あて

設置者住所              

設置者名（法人名）          

施設・事業所名             

  （所在地             ） 

代表者氏名             

印



第５号様式（第９条関係）

 第     号

年  月  日

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金交付決定取消通知書

設置者名          様

（施設・事業所名         ）

品川区長          印

年  月  日付    第  号により通知した品川区保育所等新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金の交付決定について、下記の理由により取り

消したので、品川区保育所等新型コロナウイルス感染症拡大防止対策事業補助金交付要綱

第９条第３項の規定に基づき、通知します。

記

１．取消し、または一部取消しの理由

２．返還する金額      金           円

３．返還期日            年   月   日



第６号様式（第１６条関係）

年  月  日

品川区長 あて

設置者住所

設置者名（法人名）

施設・事業所名

（所在地             ）

代表者氏名           

品川区保育所等新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

補助金消費税仕入控除税額報告書

     年  月  日付    第   号により交付決定を受けた品川区保育所等新型コ

ロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業補助金のうち、品川区保育所等新型コロナウイルス感染

症感染拡大防止対策事業補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、消費税および地方消費税

の仕入控除税額を下記のとおり報告します。

記

１．確 定 申 告 年 月 日

２．決 算 期 間

３．消費税および地方消費税の申告の有無

４．仕入控除税額の計算方法

５．消費税および地方消費税

の 仕 入 控 除 税 額 金           円

※積算根拠となる資料を添付してください。


